
別紙３ 

再委託についての要件 

 

１． 再委託について 

（１）落札者は、委託業務の全部を一括して第三者（受注者の子会社（会社法第２条

第１項第３号に規定する子会社をいう。）を含む。以下同じ。）に再委託することは

できない。 

（２）落札者は、再委託する場合には、契約書に定める様式により発注者に再委託

に係る承認申請書を提出し、その承認を受けなければならない。ただし、当該再

委託が５０万円未満の場合は、この限りでない。 

 （３）落札者は、委託業務の一部を再委託するときは、再委託した業者に伴う当該第 

三者（以下「再委託者」という。）の行為について、発注者に対しすべての責任を

負うものとする。 

 （４）落札者は、委託業務の一部を再委託するときは、落札者がこの契約を遵守する 

ために必要な事項について、契約書の内容を準用して、再委託者と約定しなけれ

ばならない。 

 

２． 再委託先の変更 

（１）落札者は、再委託先を変更する場合、当該再委託が上記１の（２）のただし書に

該当する場合を除き、契約書に定める様式の再委託に係る変更承認申請書を発

注者に提出し、その承認を受けなければならない。 

（２）落札者は、再委託者又はその役員若しくは使用人が、厚生労働省所管法令に 

違反したことにより送検された場合において、発注者が再委託先の変更を求めた 

場合にはこれに応じなければならない。 

 

３． 履行体制 

 （１）落札者は、再委託の相手方からさらに第三者に委託が行われる場合には、当該 

第三者の商号又は名称及び住所並びに委託を行う業務の範囲を記載した履行

体制図を発注者に提出しなければならない。 

 （２）落札者は、履行体制図に変更があるときは、速やかに契約書に定める様式によ

り履行体制図変更届出書を発注者に届け出なければならない。ただし、次のい

ずれかに該当する場合については、届出を要しない。 

   ①受託業務の実施に参加する事業者（以下「事業参加者」という。）の名称のみ

の変更の場合。 

   ②事業参加者の住所の変更のみの場合。 

   ③契約金額の変更のみの場合。 

 （３）上記３の（２）の場合において、発注者は契約の適正な履行の確保のため必要が

あると認めたときは、落札者に対して変更の理由等の説明を求めることができる。 


